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はじめに
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書面添付の状況と意見聴取制度の現状

添付書面の記載内容の充実



書面添付制度の趣旨・目的
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書面添付制度は、税理士及び税理士法人(以下「税理士等」という。)が作成・
審査した申告書について、それが税務の専門家の立場からどのように調製され
たかを、税理士法第33条の２に規定する書面（以下「添付書面」という。）、や意
見聴取という税理士等に付与された権利の行使を通じて明らかにすることにより
、法令に沿った適正な申告書の作成及び提出に資するとともに、税務当局が税
理士等の立場を尊重し、税務執行の一層の円滑化・簡素化に資するとの趣旨に
よるものである。

本制度の執行に当たっては、添付書面を申告審理や準備調査等に効果的に
活用するとともに、添付書面の記載内容のうち確認を要する事項に関して、積極
的に意見聴取を行うなど適正な運用に努める必要がある。

なお、意見聴取を行った結果、調査の必要性がないと認められた場合には、記
載内容が良好でない書面を添付している場合などを除き、税理士等に対して現
時点では調査に移行しない旨の書面「意見聴取結果についてのお知らせ」を送
付しなければならない。



書面添付制度の効果

3

○ 社会的信用・地位の一層の向上
○ 納税者との信頼関係の醸成
○ 納税者に対する責任の範囲の明確化

税理士等

○ コンプライアンスの維持・向上
○ 意見聴取の結果により、調査が省略とされる等の負担軽減

納税者

○ 申告審理や準備調査に積極的に活用
○ じ後の調査の要否の判断において積極
的に活用

税務当局

調査事務の効率的な運営



書面添付件数（割合）の推移①（所得税）
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書面添付件数（割合）の推移②（相続税）
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書面添付件数（割合）の推移③(法人税）
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意見聴取等の実施状況（令和2年）

7



税務行政の将来像
～税務行政のデジタル・トランスフォーメーション～
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税務行政の将来像
～あらゆる税務手続が税務署に行かずにできる社会を目指して～
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調査・徴収の効率化・高度化のイメージ
情 報 の 一 元 管 理 を 図 りなが ら 、デ ー タ を 積 極 的 に 活 用 で きるシ ス テム 及 び 組 織 作 り を進 め てい き ます 。

Ⅱ 課税・徴収の効率化・高度化

外部事務

分析・検討・調査選定分析・検討・調査選定

情報システム
所得税 法人税 ・・・ 徴収

課税事績 課税事績 ××情報 徴収事績

インターネット

 事務系統横断的なデータ管理
 情報収集の拡大（他省庁やインターネット上の情報）

将来業務

情報システム
所得税 法人税 ・・・ 徴収

外部情報

課税事績・徴収事績・××情報

他省庁

ＡＩ、ＢＩ・ＢＡツール等
※

申告審査・資力
調査等

各種パフォーマンス
分析

9:00 am (月
)

1. 国税太郎
2. 国税花子

架電コールリスト
作成

（情報収集）
帳
票
出
力

帳
票
出
力

帳
票
出
力

帳
票
出
力

表計算ソフト等各種帳票

入力

デ
ー
タ
活
用

財産評価 最適な接触方法
の分析

文書送付
SMS送信
催告架電

臨場

リ
ス
ク

分
析

※多種・多様なデータを活用することにより、多様かつ高度な分析が可能

個人調査

各種帳票

法人調査

各種帳票

滞納整理

各種帳票

外部事務

個人調査 法人調査 滞納整理

モバイル端末

デ
ー
タ
参
照

書面・表計算ソフト等

書面中心

デ
ー
タ
参
照

 データ中心の事務（ＩＣＴ・ＡＩを活用した各種分析の実施）
 モバイル端末を活用した外部事務
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(注)１ 検討に当たっては、最新の各種セキュリティ対策の導入等、極めて重要な納税者情報の取扱いに細心の注意を払います。
(注)２ 将来（案）については現在検討中のものであり、今後変更の可能性があります。
※ BI （Business Intelligence） ツール:大量のデータを分析・可視化し、迅速な意思決定を補助するツール。
※ BA（Business Analytics） ツール:統計学や機械学習等の技術を用いてデータ分析を行うツール。

現状 将来（案）



将来像実現に向けた情報システムの高度化の取組
Ⅲ 情報システムの高度化

モバイル端末を活用した外部事務

 実地調査や滞納整理における機動的かつ
効率的な事務処理の実施

 利用者中心の行政サービスを提供することによる「納税者の利便性の向上」
 書面中心からデータ中心の事務へと転換を図ることによる「課税・徴収の効率化・高度化」
させるため、ＩＣＴ技術の動向を踏まえた新たな機能の導入とシステム構造の最適化による情報システムの高度化について、令和８年度中の実現を目指す。
その際、ＩＣＴ・ＡＩの技術動向や働き方の多様化等の経済社会の変化等を踏まえ、将来像に掲げた取組について随時見直しを行う。
なお、本取組は、「デジタル・ガバメント実行計画」（令和元年12月20日閣議決定）においても、明記されている。

AIや分析ツールを活用した申告審理や調査選定

 より高度な調査選定や資力判定の実施

 優先度判定、最適な接触方法の導出

(注)１ システム面の検討に当たっては、最新の各種セキュリティ対策の導入等、極めて重要な納税者情報の取扱いに細心の注意を払います。
(注)２ 本内容については、今後の検討や技術動向等を踏まえ、変更になる可能性があります。

大量反復的な業務の自動化

 業務処理時間の削減

 削減された業務量は、納税者サ
ービスの充実や外務事務へ振り
向けるなど、全体として効率的な
資源配分を実現

必要データの拡充（データの電子化・関係機関とのデータ連携等）

 関係機関とのデータ連携による、添付書類の削減
（制度面等も併せて要検討）

 外国税務当局から日本の居住者の金融口座情報を入手する等、データ
の拡充により適切な所得把握を行うことで、適正な課税・徴収を実現

システムチェックの強化

 書面（紙）からデータ中心の
事務への転換（ペーパレス）

 各種業務処理の簡便化

マイナポータル等を活用した利便性の向上

 申告時期の案内等、ニーズに沿ったタイムリーな情報配信

 各種控除証明書等、確定申告・年末調整に
必要な情報を一元的に確認し活用する仕組
みを順次導入

自動化

各種書面 モバイル端末

マイナポータル

お知らせ

データ
データ

システム構造の
見直し

国税情報システム

①情報連携
②データ拡充
③チェック強化
④自動化ツール
⑤ＡＩ・分析ツール
⑥モバイル端末 等

ＩＣＴ技術
の導入

（現状） （高度化）

 最新ＩＣＴ技術を踏まえた機能追加
 データの管理方法の改善などシステム構造の最適

化
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税務行政の将来像
～AI・データ分析の活用～
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添付書面の活用
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添付書面活用のタイミング

 調査選定

 申告書審理

 準備調査



書面添付がある申告の調査の流れ
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申告書提出

•意見聴取

•(調査へ移行)事前通知

•(調査を省略)意見聴取結果
についてのお知らせ

•事前通知を行わない調査

調査選定
•概況聴取

•帳簿調査など

•補完調査など

実地調査

•修正申告

•更正決定等をすべきと認め
られない場合の通知（更正
等非該当通知）

•更正処分

調査結果説明

調査省略

•申告内容の適否判定を行い、
調査の要否を判断
•申告内容の適否判定には、意
見聴取結果を参考に判断

お知らせ発行

•意見聴取の結果、内容に問題
なければ「意見聴取結果につ
いてのお知らせ」を発送



おわりに
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